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 事業概要及び調査目的 

資源エネルギー庁資源・燃料部政策課（以下、「政策課」という。）は、平成 14 年に 4調査（石

油製品需給動態統計調査（基幹統計調査）、石油輸入調査（一般統計調査）、石油設備調査（一般

統計調査）及び石油危機等における緊急時調査）の運用開始以降、統計法を所管する総務省から効

率的な統計調査の実施に向けた調査計画の見直し要請や調査対象者の行政手続きコストの削減要請、

統計利用者の利活用を推進するための利便性の向上など、統計調査の実施において様々な状況変化

への対応が求められている。また、平成 31年 1月の基幹統計の不祥事以降、より一層の適切な統計

業務が求められている。 

本調査事業では、今後とも長期的、効率的かつ適切に統計調査が運用されるように、平成 30年度

に行った「平常時及び緊急時における石油需給動向等調査費事業(石油統計調査のシステム的な観点

による集計、出力方法等の見直しに関する調査)」(以下、「石油統計見直し調査」という。) 、及

び平成 31 年度燃料安定共有対策に関する調査（石油統計調査の適正性向上に資する機能強化に関す

る事業）（以下「石油統計機能強化調査」という。）の成果を実装する上で必要なインフラを提供

し、実装したシステムの安定的な稼働維持を通じて、事業全般に関して改善提案調査を毎年実施す

る。 

また、外的要因等により石油統計に新たな対応が必要となった場合に、かつシステム側でも微修

正程度で対応できる場合、必要な対応策を調査する。 

本書にて、令和 4年度における調査事業の結果及び改善提案等をまとめる。 
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 調査対象システム概要 

「石油統計見直し調査」における調査報告書にて、石油情報システムのあるべき姿を定めながら、

実証システムの課題は下記 3点と示されている。 

 

⚫ プログラム改修に時間・コスト・高度な専門知識を要する 

⚫ 利用者のニーズに応じた多角的な分析が困難 

⚫ データベースの乱立により、管理が複雑化 

 

また、上記課題を解決するシステムの To-Be 像として、データに対する各作業や機能を汎用ツー

ルによって実現することだと示されている。図 2-1 のように、データ加工を ETL ツール、データ検

索・分析を BI ツール、データ登録・管理をマスタ管理ツールで統一することにより、システム全体

の統一性を向上し、容易なメンテナンス性を実現することを目指している。 

 

図 2-1 石油情報システムの To-Be 像 

 

当該システムの実現性と効果を実証するために、「石油統計機能強化調査」事業にて、現行の石

油情報システムの仕様を参考に、To-Be 像の実証システムを構築。本調査事業は、当実証システム

を対象とした調査を実施する。 

本章では、実証システムの概要（システム構成・機能一覧）を記載する。 
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 システム構成 

実証システムの構成を図 2-2に記載する。 

本実証用に準備した筐体上に、4 つのサーバ（実稼働用×3＋テスト用）を仮想的に用意。AP サー

バ①には ETL ツール、AP サーバ②には BI ツール、DB サーバにはデータメンテナンスソフトウェア

及び DBMS ソフトウェア、テストサーバには、AP サーバ①、AP サーバ②、DB サーバに導入したソフ

トウェアをセットアップした構成とした。 

また、システム内のデータをバックアップするため、外付けハードディスク、ポータブルハード

ディスクを設置した。 

なお、前述のツール及び機材は、すべて本調査事業にて用意したものとなっている。 

 

 

図 2-2 実証システムの構成 
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 調査項目及び実証結果 

本調査事業では、1 章にて示した実証システムを用いて、下記 3 区分 7 項目の調査を行った。図 

3-1は本調査事業の概観であり、図中の括弧数字は各調査項目との関連を示す。 

(1) 安定的なシステム稼働維持調査 

(1-1) 定期的なメンテナンス 

対応時期：通年 

(1-2) 緊急時運用訓練時のシステム稼働維持調査 

対応時期：2022年 12月 

(2) 事業全体に関しての改善活動 

(2-1) 石油統計年報(e-Stat公開用)の出力機能改善 

対応時期：2022年 10月～12月 

(2-2) 石油統計確報向け公開資料の作成機能強化(非精製用出荷内訳レポート提供) 

対応時期：2022年 10月～12月 

(2-3) 石油統計速報向け公開資料の作成支援機能強化(原油、石油製品需給概要レポート提供) 

対応時期：2023年 1月～2023年 3月 

(3) 外的要因等への対応 

(3-1) 集計項目及び集計方法の変更に対応した公表用帳票のシステム設計 

対応時期：2021 年 10月～2022年 12月 

(3-2) 運用事業者からの各種機能改善要望への対応 

対応時期：2022年 7月～2023年 3月 

本章では、令和 3年度から継続して対応を行った「(1-1)定期的なメンテナンス」、また令和 4 年

度に実施したもののうち、「(2-2) 石油統計確報向け公開資料の作成機能強化(非精製用出荷内訳レ

ポート提供)」「(2-3)石油統計速報向け公開資料の作成支援機能強化(原油、石油製品需給概要レ

ポート提供)」「(3-1)集計項目及び集計方法の変更に対応した公表用帳票のシステム設計」につい

て、調査内容及び調査結果を記載する。 
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図 3-1 令和 4 年度調査事業概観 
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 事業全体に関しての改善活動 

本節では、改善活動として行った「(2-2)石油統計確報向け公開資料の作成機能強化(非精製用出

荷内訳レポート提供)」「(2-3)石油統計速報向け公開資料の作成支援機能強化(原油、石油製品需給概

要レポート提供)」について記載する。 

 

3.2.1  石油統計確報向け公開資料の作成機能強化(非精製用出荷内訳レポート提供) 

3.1 に記載した統計調査業務のうち、確報の公表用帳票作成作業の効率向上に向けた機能強化の

改善活動について記載する。 

 石油統計確報の公開資料の一部として、非精製出荷内訳を示す帳票を作成し、資源エネルギー庁

のホームページ上で公表している。当該帳票は、当月の原油出荷量を用途別、地域別、国別、油種

別に集計した資料であり、運用事業者によって作成されている。 

 

図 3-3 非精製用出荷内訳レポート(確報公開資料) 

 

【課題】 

上記帳票は、運用事業者が調査票を手作業にて集計し作成している。手作業による集計過不足の

懸念や、当該帳票作成に時間を要することで運用事業者の作業負担となっている。 

 

【解決策】 

上記課題の解決策として、当月の原油出荷量を用途別、地域別、国別、油種別に集計し、表示す

るレポートを新規開発することで、運用事業者の作業負担を削減できる。令和 4 年度の調査では、

運用事業者の公表用帳票作成作業の効率向上となる画面仕様と実証システムでの実現可能性を調査

した。 

  

非精製用出荷内訳 / Shipment of Crude Oil for Non-Refining (単位：kl/Unit：kl)

合計 電力用計 石油化学用計 その他用計

年 月 Total Electric Power
南方計 

South East
Asia

ベトナム 
Viet Nam

インドネシア計 
Indonesia

アフリカ計 
Africa

スーダン 
Sudan

大洋州計 
Oceania

オーストラリア 
Australia

Petro Chemical
大洋州計 
Oceania

オーストラリア 
Australia

Other
Industries

中東計 
Middle East

Year 
& Month

チム・サオ ジュリー スマトラ・ライト ナイル
ヴァン・ゴッホ・

ブレンド

ノースウエスト・
シェルフ・コン

デンセート

Chim-Sao Duri Sumatr-L Nile Vangog-B N･W･S-C

令和4年7月

その他用（つづき）

中東（つづき）

年 月
サウジアラビア 
Saudi Arabia

大洋州計 
Oceania

オーストラリア 
Austra ia

Year 
& Month

アラビアン・ライ
ト

ワンドゥー

Arab-L Wandoo

令和4年7月
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【調査方法】 

(1) 運用事業者にヒアリングして、当該帳票作成までの現行の作業フローを確認する。 

(2) 政策課、運用事業者と複数回の打ち合わせを実施して要件を抽出し、画面仕様を検討する。 

 

【調査結果】 

政策課、運用事業者との打ち合わせを通して、下記の要件を抽出した。 

 

⚫ 帳票作成に要する時間が短縮できること。 

⚫ 必要な情報を 1画面にまとめて表示すること。 

⚫ 早期対応のため開発工数を最低限に抑えること。 

 

要件を満たす画面仕様を検討した結果、以下に示すような特徴を持った画面を新規作成とするこ

とで、運用事業者の資料作成業務の効率向上につながるという結論に至った。 

 

⚫ 現行のフォーマットに従い、合計、用途別、地域別、国別、油種別の順に階層を作り、集計値

を表示する。 

⚫ 合計は「電力用」、「石油化学用」、「その他用」を集計し、NGLは含まない。 

⚫ 当月値に国産データが存在する場合は、当該帳票に値を出力する。 

⚫ 出荷実績のない油種は非表示とする。 

⚫ 帳票右上に単位を表示する。 

 

 前記特徴を加味した非精製用出荷内訳の画面イメージを図 3-4に示す。 

 

図 3-4 非精製用出荷内訳の画面仕様 

 

作成したレポートは、図 3-5 のデータ年月入力欄に当月の値を入力し、実行ボタンを押下するこ

とで出力が可能となっている。ここでのデータ入力例は以下の通りとする。 

  

国別計 スツデン チム・サオ 国別計 ワンドゥー ヴァン・ゴッホ・ブレンド 国別計 スツデン チム・サオ 国別計 ヴァン・ゴッホ・ブレンド 国別計 ワンドゥー
202212

オーストラリア 地域別計 オーストラリア地域別計 オーストラリア 地域別計 ベトナム 地域別計

非精製用出荷内訳 (単位：kl/Unit：k )

年月 合計 電力用 その他用
南方 大洋州 用途別計 南方 大洋州 用途別計 大洋州
地域別計 ベトナム
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例：2021年 12月の場合→202112 

 

図 3-5 データ年月入力画面 

 

 

図 3-6 非精製用出荷内訳の画面 
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3.2.2  石油統計速報向け公開資料の作成支援機能強化(原油、石油製品需給概要レポー

ト提供) 

3.1 節に記載した統計調査業務のうち、速報の公表用帳票作成作業の効率向上に向けた機能強化

の改善活動について記載する。 

石油統計速報公表時には、公表資料と合わせて図 3-7 に示す原油の動向や燃料油の生産、輸出入、

国内販売、在庫の推移を文章化して掲載している。原油や燃料油の動向は、毎月月末に実施してい

る速報検討会にて、政策課、運用事業者間で分析結果の検証を行い、整合性等を確認したうえで公

表される。 

 

図 3-7 速報公表時の Web掲載文 

 

【課題】 

運用事業者は、原油の動向や燃料油の生産、輸出入、国内販売、在庫の推移の基礎資料として、

図 3-8 に示す原油、石油製品需給概要をまとめた帳票を作成している。当該帳票は、速報公表資料

の情報をもとに手作業で作成されており、運用事業者の作業負担となっている。 
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図 3-8 運用事業者にて作成している原油、石油製品需給概要 

 

【解決策】 

上記課題の解決策として、原油、石油製品に係るデータの推移の集計をシステム上で行い、結果

を表示するレポートを新規開発することで、運用事業者の作業負担を削減できる。令和 4 年度の調

査では、運用事業者の公表用帳票作成作業の効率向上となるデータ出力仕様と実証システムでの実

現可能性を調査した。 

 

【調査方法】 

(1) 運用事業者にヒアリングして、当該帳票作成における現行の作業フローを確認する。 

(2) 政策課、運用事業者と複数回打ち合わせを実施して要件を抽出し、画面仕様を検討する。 

(3) 検討結果を元に、実証システムで実現するための開発内容を洗い出す。 

 

【調査結果】 

 政策課、運用事業者との打ち合わせを通して、下記の要件を抽出した。 

 

⚫ 原油、石油製品に係るデータの動向(○カ月連続増加/減少、○カ月ぶり増加/減少)を自動で算

出すること。 

⚫ 必要な情報を 1画面にまとめて表示すること。 

⚫ 早期対応のため開発工数を最低限に抑えること。 

 

参考

速報原稿頭書への 1  当月としての過去最高が生じた場合は、「４ 燃料油の国内販売」にのみ記載すること。 3  数量（万kl表示)はk 表示の表で確認すること。

記載時の留意事項 2  「2ヶ月ぶり」の場合は、原稿に記述しないこと。

原油

原油 2ヶ月連続 + 8ヶ月連続 - 5ヶ月連続 + 3ヶ月連続 + 3ヶ月ぶり - 9ヶ月連続 - 6ヶ月連続 + 4ヶ月連続 +

前年同月比 100 2% 93 8% 547 4% 113 5% 87 3% 90 6% 371 7% 101 4%

中東原油 2ヶ月ぶり - 2ヶ月連続 -

前年同月比 97 8% 89 9%

OPEC依存度 6ヶ月ぶり - 2ヶ月ぶり +

82 6% 86 7%

前年差 0 4% 3 8%

中東依存度 2ヶ月ぶり - 2ヶ月ぶり +

84 3% 88 7%

前年差 2 0% 2 5%

稼働率（精製業者）

前年差

製品

燃料油 4ヶ月連続 - 5ヶ月ぶり - 2ヶ月ぶり + 4ヶ月ぶり + 5ヶ月連続 + 5ヶ月連続 - 2ヶ月ぶり + 2ヶ月ぶり - 2ヶ月ぶり - 6ヶ月連続 +

前年同月比 95 5% 99 3% 100 3% 109 3% 101 3% 92 2% 101 9% 96 7% 78 9% 100 6%

ガソリン 8ヶ月連続 - 5ヶ月連続 + 8ヶ月連続 - 4ヶ月ぶり + 4ヶ月ぶり - 9ヶ月連続 - 6ヶ月ぶり - 9ヶ月連続 - 2ヶ月ぶり - 2ヶ月連続 -

前年同月比 92 4% 188 1% 98 5% 100 8% 95 8% 93 9% 89 2% 97 3% 74 1% 94 8%

ナフサ 2ヶ月連続 - 3ヶ月ぶり - 2ヶ月連続 - 32ヶ月連続 - 6ヶ月連続 - 3ヶ月連続 - 2ヶ月連続 - 3ヶ月連続 - 33ヶ月連続 - 7ヶ月連続 -

前年同月比 93 6% 79 1% 83 1% - 97 7% 88 4% 80 5% 88 8% - 82 5%

ジェット燃料 4ヶ月ぶり + 8ヶ月連続 - 10ヶ月連続 - 3ヶ月ぶり + 4ヶ月連続 - 2ヶ月ぶり - 9ヶ月連続 - 11ヶ月連続 - 2ヶ月ぶり - 5ヶ月連続 -

前年同月比 111 2% - 99 9% 125 8% 88 0% 84 8% - 77 5% 97 7% 82 4%

灯油 4ヶ月ぶり - 2ヶ月連続 + 7ヶ月ぶり + 6ヶ月連続 + 7ヶ月連続 + 2ヶ月連続 - 3ヶ月連続 + 2ヶ月ぶり - 7ヶ月連続 + 8ヶ月連続 +

前年同月比 89 8% 100 4% 105 1% 115 9% 116 4% 89 4% 368 9% 84 1% - 124 1%

軽油 4ヶ月連続 - 2ヶ月連続 + 4ヶ月ぶり + 4ヶ月連続 - 7ヶ月ぶり - 5ヶ月連続 - 3ヶ月連続 + 2ヶ月ぶり - 5ヶ月連続 - 2ヶ月連続 -

前年同月比 93 8% 327 3% 104 7% 99 6% 96 4% 84 2% 277 5% 95 3% 51 3% 99 9%

重油 2ヶ月ぶり + 5ヶ月連続 + 4ヶ月連続 + 3ヶ月ぶり + 5ヶ月ぶり - 2ヶ月連続 + 6ヶ月連続 + 5ヶ月連続 + 2ヶ月連続 + 2ヶ月ぶり +

前年同月比 100 1% 289 4% 126 2% 104 9% 99 4% 105 2% 269 6% 121 6% 102 8% 100 4%

A重油 8ヶ月連続 - 6ヶ月連続 - 3ヶ月連続 - 2ヶ月連続 - 2ヶ月連続 - 9ヶ月連続 - 7ヶ月連続 - 4ヶ月連続 - 3ヶ月連続 - 3ヶ月連続 -

前年同月比 97 0% 0 4% 98 7% 86 6% 94 2% 94 5% 48 8% 92 2% 70 6% 95 5%

BC重油 2ヶ月ぶり + 5ヶ月連続 + 15ヶ月連続 + 3ヶ月ぶり + 4ヶ月連続 + 2ヶ月連続 + 6ヶ月連続 + 16ヶ月連続 + 2ヶ月連続 + 5ヶ月連続 +

前年同月比 102 1% 317 2% 150 0% 106 5% 102 9% 113 1% 294 7% 151 3% 105 8% 103 4%

LPG 4ヶ月連続 - 3ヶ月連続 - 2ヶ月ぶり + 3ヶ月連続 - 4ヶ月ぶり - 5ヶ月連続 - 4ヶ月ぶり + 2ヶ月連続 + 4ヶ月連続 - 2ヶ月連続 -

前年同月比 86 6% 85 8% 121 9% 7 3% 99 7% 77 9% 103 8% 105 3% 46 0% 98 7%

輸入 販売 輸出 在庫

輸入 処理 出荷 在庫(採油業者除き)

生産 輸入 販売 輸出 在庫 生産

輸入 処理 出荷 在庫(採油業者除き)

原油、石油製品の需給概要

YYYY/MM/DD

α年β-1月(確報) α年β月(速報)
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要件を満たすデータ出力仕様を検討した結果、図 3-9 に示す①～③の処理を実行するスクリプト、

及び図 3-10 に示す特徴をもったレポートを新規作成することで、運用事業者の資料作成業務の効

率向上につながるという結論に至った。そして、本画面を実証システムで実装するために必要な開

発内容を表 3-4の通り洗い出した。 

 
図 3-9 新規作成スクリプトの処理内容 

 

⚫ 表を「確報(原油)」「確報(製品)」「速報(原油)」「速報(製品)」の 4 つに分割して表示する。 

⚫ 各表のデータは、項目ごとにリスト状に表示する。 

⚫ 表の横項目の表示順は、「データ年月」「分類」「項目」「連続/ぶり」「増減」「値」「前年

同月比」「前年差」「横ばい」「実績有無」とする。 

⚫ 「分類」「項目」の表示順は以下とする。 

➢ 原油の「分類」：輸入、処理、出荷、在庫(採油業者を除く) 

➢ 原油の「項目」：原油輸入量、中東輸入量、中東依存度、OPEC輸入量、OPEC依存度 

➢ 製品の「分類」：生産、輸入、販売、輸出、在庫 

➢ 製品の「項目」：燃料油、ガソリン、ナフサ、ジェット燃料、灯油、軽油、重油、A 重油、 

BC重油、LPG 

⚫ 値の桁数は小数点第 2位を四捨五入し、小数点第 1位まで表示する。 

⚫ 前年同月比が±0.1％以内の場合は、増減の表示と併せて「横ばい」と表示する。 

⚫ 当月値が 0の場合は、「実績なし」と表示する。 
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例：2022年 12月の場合→202212 

 

図 3-11 データ年月入力画面 

 

 

図 3-12 原油、石油製品需給概要レポートの画面 
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 外的要因等への対応 

本節では、外的要因への対応として令和 3 年度より継続して対応を行った「(3-1)集計項目及び集

計方法の変更に対応した公表用帳票のシステム設計」について記載する。 

 

3.3.1 集計項目及び集計方法の変更に対応した公表用帳票のシステム設計 

政策課が石油製品需給動態統計調査の調査対象品目と集計方法の見直しを実施したため、実証シ

ステムで定期的に出力している「石油統計(速報)」「石油統計(確報)」「石油統計(年報)」を対象

とした集計項目変更の対応が必要となった。令和 3 年度の調査において、変更内容を反映するため

の帳票の仕様を図 3-13、図 3-14のイメージのように定めた。そして、本画面を実証システムで実

現するために必要な改修箇所を表 3-5～表 3-8の通り洗い出した。令和 4年度では、確定した仕様

に沿って公表用帳票出力機能を改修し、図 3-15 に示す変更適用タイミングに従い実証システムで

の運用調査を行った。 

 

 

図 3-13 確定した帳票仕様の例(速報) 
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図 3-15 変更適用タイミング 

 

実証システムでの運用調査を進めると、図 3-15 に示す通り 2021 年度分(～2021 年 3 月速報・確

報、2021 年度年報)以前は変更適用前の旧フォーマットでの出力が求められ、当該年度以前のデー

タを再集計する場合は、変更適用前の集計方法を用いて対応する必要があることが判明した。再集

計する場合に備えた対応策を講じるための調査を実施した。 

 

【調査方法】 

(1)政策課、運用事業者から、2021年度以前のデータ再集計時期、回数等をヒアリングする。 

(2)ヒアリング結果を元に、2021年度以前のデータを再集計する場合の実施方法を検討する。 

 

【調査結果】 

政策課、運用事業者との打ち合わせを通して、以下の状況であることがわかった。 

 

⚫ 2021年度以前のデータは、年間補正時に修正・再集計する可能性がある。 

⚫ 年間補正は毎年 2 月上旬～4 月上旬にかけて実施されるため、2023 年 1 月末までに集計方法を

確立する必要がある。 

 

 上記により、変更適用前のジョブを実証システム上に再配置し、集計対象のデータ年月によって

実行するジョブを使い分ける方法を対応策として講じた。 
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この対応策により、2021年度以前のデータを再集計する場合も、2022年度以降のデータ集計と同

様の手順で対応が可能となる。再集計する場合の手順を以下に示す。 

 

【手順 1】集計対象のデータ年月をデータ入力用ファイルに記入する。 

例：2016年 12月の場合→201612 

 

図 3-16 データ年月入力用ファイル 

 

【手順 2】タスクスケジューラを開き、「潤滑油再集計（2022年 4月改正前）」ジョブを実行す

る。 
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 まとめ 

当調査事業の実施期間において、事業全体に対しての改善活動による機能強化及び外的要因への

対応を実現すべく、令和元年度では「メール経由で提出された調査票における取込自動化に向けて

の検討」、令和 2 年度では「政府の要請による機械判読可能な統計データの整備」、令和 3 年度で

は「調査票取込におけるデータ登録仕様の改善」、「調査票入力(オンライン入力)ジョブの改修」、

令和 4 年度では「集計項目及び集計方法の変更に対応した公表用帳票のシステム設計」「石油統計

速報・確報の公表資料を作成するための機能強化(各種追加レポートの提供)」を重点的に実施した。

それにより、当初の課題を解決できることを証明できた。 

 

- 以上 - 


